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  第１節 

１ 事業の体系 

健康安全施策の実施 

  食 品 の 安 全 確 保   食品安全推進体制 （ 食品監視課）  

     食品の安全・ 安心情報の提供 （ 食品監視課）  

（ 健康安全研究セン タ ー)        
     営業施設の許認可・ 監視指導 （ 食品監視課）  

（ 健康安全研究セン タ ー)        
     食品等の監視・ 検査 （ 食品監視課）  

（ 健康安全研究セン タ ー)        
     食品汚染調査等 （ 食品監視課）  

（ 環境保健衛生課）        
     表示適正化対策 （ 食品監視課）  

（ 健康安全研究セン タ ー)        
     健康食品に係る 安全確保事業 （ 食品監視課）  

（ 健康安全研究セン タ ー)        
     調理師等の試験及び免許等交付事務 （ 健康安全課）  

     各種資格者の養成施設等の指定 

( 登録) ・ 監督等に関する 事務 
（ 健康安全課）  

     
       

  医 薬 品 等 の 安 全 確 保   許可・ 登録及び試験 （ 薬務課）  

（ 健康安全研究セン タ ー)        
     監視指導 （ 薬務課）  

（ 健康安全研究セン タ ー)        
     災害時医療物資供給体制の強化 （ 薬務課）  

     医薬分業の推進等 （ 薬務課）  

     薬剤師確保対策の推進 （ 薬務課）  

     薬物乱用防止の啓発活動 （ 薬務課）  

     麻薬・ 向精神薬・ 覚醒剤等の指導取締り  （ 薬務課）  

     健康食品対策 （ 健康安全研究セン タ ー)  

     薬局における 電子処方箋の活用・ 普

及の促進事業 
（ 薬務課）  

     
     

薬局物価高騰緊急対策事業 （ 薬務課）  
     
       

  環 境 保 健 対 策   大気汚染医療費助成 （ 環境保健衛生課）  

     基礎的実験的研究等 （ 環境保健衛生課）  

     新たなアレ ルギー疾患対策の推進 （ 環境保健衛生課）  

（ 健康安全研究セン タ ー)        
     室内環境保健対策 （ 環境保健衛生課）  

     花粉症対策 （ 環境保健衛生課）  

（ 健康安全研究セン タ ー)        
     放射線に関する 測定及び情報提供 （ 環境保健衛生課）  

（ 健康安全研究セン タ ー)        
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生 活 衛 生 対 策 

  環境衛生関係営業の許可及び監視指

導 
（ 環境保健衛生課）  

     温泉の利用許可及び監視指導 （ 環境保健衛生課）  

     墓地等の許可及び監視指導 （ 環境保健衛生課）  

       
     生活衛生関係営業の指導育成 

 

（ 健康安全課）  

（ 環境保健衛生課）       
     飲用水の安全確保 （ 環境保健衛生課）  

     特定建築物の監視指導 （ 環境保健衛生課）  

     有害昆虫等に係る 健康被害防止対策 （ 環境保健衛生課）  

     各種資格者の養成施設の指定・ 監督

等に関する 事務 
（ 健康安全課）  

     
       
  動 物 の 愛 護 と 管 理   動物愛護事業 （ 環境保健衛生課）  

     犬・ 猫等の収容 （ 環境保健衛生課）  

     特定動物の飼養又は保管の許可及び

監視指導 
（ 環境保健衛生課）  

     
     第一種動物取扱業の登録及び監視指

導 
（ 環境保健衛生課）       

     第二種動物取扱業の届出 （ 環境保健衛生課）  

     動物の飼養又は収容の許可及び監視指導 （ 環境保健衛生課）  

     動物愛護相談センタ ーの運営 （ 環境保健衛生課）  

     動物愛護管理審議会 （ 環境保健衛生課）  

     動物由来感染症対策 （ 環境保健衛生課）  

     動物の殺処分ゼロ に向けた取組 （ 環境保健衛生課）  

     地域における 動物の相談支援体制整備事

業 
（ 環境保健衛生課）  

     
     愛玩動物看護師養成所の指定等に関

する 事務 
（ 環境保健衛生課）  

     
     獣医系大学と の協働事業 （ 健康安全課）  

       
  健康安全研究セン タ ー   試験検査 （ 健康安全研究セン タ ー)  

     調査研究 （ 健康安全研究セン タ ー)  

     研修・ 精度管理 （ 健康安全研究セン タ ー)  

     公衆衛生情報の収集・ 解析・ 提供と

健康危機対応 
（ 健康安全研究セン タ ー)  

     
     食品監視 （ 健康安全研究セン タ ー)  

     薬事監視 （ 健康安全研究セン タ ー)  

     建築物監視 （ 健康安全研究セン タ ー)  
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２ 健康安全部事業関連計画 

( 1） 東京都食品安全推進計画（ 平成17年３ 月策定、 令和３ 年３ 月改定）  

「 東京都食品安全推進計画」 は東京都食品安全条例に基づき 、 東京都の食品の安全確保に関

する 施策を総合的・ 計画的に推進する ため、 施策の方向、 食品安全の確保に関する 重要事項につ

いて定めたも のである 。  

令和３ 年３ 月に改定し た計画では、 こ れま での全庁的な施策の継続を 基本と し つつ、 食品衛

生法等の改正に伴う 新制度への対応や広域的な食中毒への対策を はじ めと する 近年の食品安全

に関する 諸課題を 整理し 、 「 施策の柱」 及び「 施策の基盤」 ごと に基本施策（ 47施策） を 体系

化する と と も に、 課題に迅速・ 的確に対応する ため、 基本施策の中から 重点施策（ 11施策） を

選定し た。  

本計画を着実に実施する こ と によ り 、 東京都食品安全条例の目的である 「 現在及び将来の都民

の健康保護」 の実現を目指し ている 。  

 

( 2） 東京都薬物乱用対策推進計画（ 平成21年２ 月策定、 令和６ 年３ 月改定）  

薬物乱用の根絶に向け総合的な薬物乱用対策を 進める ため「 東京都薬物乱用対策推進計画」

を 平成21年２ 月に策定し 、 東京都薬物乱用対策推進本部を構成する 関係部局が連携し て対策に

取り 組んでいる 。  

危険ド ラ ッ グについては条例によ る 規制の強化や集中的な立入調査等によ り 、 平成27年７ 月

以降、 都内の販売店舗はゼロ になったが、 現在、 再び販売店舗が確認さ れている 。 ま た、 イ ン

タ ーネッ ト やＳ Ｎ Ｓ によ る 取引等の販売方法の潜在化・ 巧妙化、 若年層における 大麻乱用や市販

薬の過剰摂取（ オーバード ーズ） の社会問題化、 国の第六次五か年戦略など を踏ま え、 令和６ 年

３ 月に推進計画を 改定し て「 啓発活動の拡大と 充実」 、 「 指導・ 取締り の強化」 、 「 薬物問題

を抱える 人への支援」 を柱と する 取組を進めている 。  

 

 ( 3） 東京都アレ ルギー疾患対策推進計画（ 平成30年３ 月策定、 令和４ 年３ 月改定）  

アレ ルギー疾患対策基本法第13条に基づき 、 国の「 アレ ルギー疾患対策の推進に関する 基本

的な指針」 を踏ま えて、 東京都アレ ルギー疾患対策推進計画を 策定し た。 令和４ 年に改定し た

現行計画においても 、 引き 続き 都のアレ ルギー疾患対策に係る 施策の方向性を ①適切な自己管

理や生活環境の改善のための取組の推進、 ②患者の状態に応じ た適切な医療やケアを 提供する

体制の整備、 ③生活の質の維持・ 向上を 支援する 環境づく り の３ つの「 施策の柱」 に整理し た。  

本計画に基づき 、 対策の充実や関係機関と の連携強化を 図り ながら 、 アレ ルギー疾患対策を

総合的に推進し ている 。  
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( 4） 東京都動物愛護管理推進計画（ 平成19年４ 月策定、 令和３ 年３ 月改定）  

動物の愛護及び管理に関する 法律（ 以下「 動物愛護管理法」 と いう 。 ） に基づき 、 国の「 動

物の愛護及び管理に関する 施策を 総合的に推進する ための基本的な指針」 に即し て、 東京都動

物愛護管理推進計画を策定し ている 。  

令和３ 年に改定し た現行計画では、 施策展開の方向を 「 動物の適正飼養の啓発と 徹底」 、

「 動物の致死処分数の更なる 減少を 目指し た取組の推進」 、 「 事業者等によ る 動物の適正な取

扱いの推進」 及び「 動物由来感染症・ 災害時への対応強化」 の４ つに整理し 、 各種施策を 実施

し ている 。  

ま た、 こ の計画は、 都民、 事業者、 ボラ ン ティ ア・ 関係団体、 区市町村及び都がそれぞれの

役割に主体的に取り 組むための共通の行動指針であり 、 一層の連携・ 協働によ り 、 効果的に動

物愛護に関わる 施策を 展開し 、 人と 動物と の調和のと れた共生社会の実現を 目指すも のである 。  

 

 

３ 健康安全部事業関連統計 

( 1） 食品の安全確保 

ア 最近10年間の食中毒発生状況の推移 （ 単位： 件、 人）  

年 平成27 28 29 30 令和元 ２  ３  ４  ５  ６  

件 数 149 136 132 185 119 114 83 104 137 114 

患者数 2, 258 2, 309 2, 628 1, 917 865 3, 359 610 519 878 1, 536 

 

イ  食品等の違反処理 

違反処理内容の内訳（ 令和６ 年度）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                         （ 単位： 件） （ 総数： 375）  

 
※食品衛生法、 食品表示法等の 法令に 違反する 食品等について 、 他自治体等の関係機関への 通報等を 行っ た 件数  
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( 2） 環境保健対策 

大気汚染に係る 健康障害者に対する 医療費の助成 

 
 

 

 

 

 

 
 

 
  

( 3） 動物の愛護と 管理 

動物取扱頭数（ 引取・ 収容頭数） の推移 

（ 単位： 頭）  

区 分 令和２ 年度 ３ 年度 ４ 年度 ５ 年度 ６ 年度 

総 取 扱 数 540 421 416 394 420 

成 犬 137 104 116 64 87 

子 犬 2 0 0 0 0 

成 猫 264 215 209 254 268 

子 猫 136 101 89 73 62 

その他( う さ ぎ 等)  1 1 2 3 3 

※平成20年８ 月から 気管支ぜん息の対象年齢を 18歳未満から 全年齢に拡大し たが、 平成27年３ 月末を も っ て

18歳以上の新規認定の申請受付を 終了し た。  
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第２節 

１ 食品の安全確保 

都は、 東京都食品安全条例に基づき 、 「 東京都食品安全推進計画」 を 策定し 、 生産から 消費に

至る ま での食品安全確保に向けた様々な施策を総合的・ 計画的に推進し ている 。  

 

( 1） 食品安全推進体制 

ア  東京都食品安全条例（ 平成16年３ 月制定）  

本条例は、 食品の安全を確保する こ と によ り 、 都民の健康の保護を 図る こ と を 目的と し て

制定し た。 事業者責任を基礎と する 安全確保、 科学的知見に基づく 安全確保、 都や事業者、

都民の相互理解と 協力に基づく 安全確保を ３ つの基本理念と し て定める と と も に、 東京の地

域特性に即し た施策の基本的な方向性や安全性調査・ 措置勧告制度など 国の制度を 補完する

東京都独自の制度等を定めている 。  

イ  東京都食品安全審議会（ 平成16年度設置）  

東京都食品安全条例に基づく 知事の附属機関と し て、 東京都における 食品の安全の確保に

関する 施策について、 知事の諮問に応じ て調査審議を 行う 。 都民、 事業者及び学識経験者か

ら 知事が任命する 25名以内の委員で組織する 。（ 実施主体： 東京都、 実績： 審議会２ 回開催）  

ウ  食品安全対策推進調整会議（ 平成15年度設置）  

食品の安全確保に関する 都の施策を 総合的かつ計画的に推進する ため、 保健医療局、 生活

文化局、 環境局、 産業労働局及び中央卸売市場の関係部で構成し ている 。（ 実施主体： 東京都、

実績： 幹事会２ 回開催）  

エ 東京都食品衛生監視指導計画 

食品衛生法に基づき 、 飲食に起因する 衛生上の危害発生防止及び東京の特性を 踏ま えた効

果的な監視を 目的に、 監視指導の基本的な方向や重点的監視項目、 監視指導体制等について

定めている 。（ 実施主体： 東京都）  

検査実施件数（ 令和６ 年度）  

収去検査（ 件）   

と 畜検査 

（ 頭）  総 数 
魚介類及びそ

の加工品 

肉・ 卵類及び

その加工品 
乳・ 乳類等 

農産物及び 

その加工品 

その他の 

食品、 添加物類 

109, 903 12, 063 17, 653 2, 150 36, 153 41, 884 314, 822 

 

オ 食品衛生法改正への対応 

平成30年に改正さ れた食品衛生法に基づき 、 条例改正等の食品衛生に関する 規定の整備を

行っ た。 令和３ 年６ 月、 原則全ての食品等事業者を 対象と し てＨ Ａ Ｃ Ｃ Ｐ （ ハサッ プ） に沿

った衛生管理が制度化さ れたこ と から 、 引き 続き 事業者がＨＡ Ｃ Ｃ Ｐ に対応でき る よ う 、 支

援を行っている 。  
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( 2） 食品の安全・ 安心情報の提供 

ア  食品安全情報評価委員会（ 平成15年度事業開始）  

平成15年度から 設置し 、 平成16年度には東京都食品安全条例に基づく 知事の附属機関と し

た。 食品等の安全性に関する 調査を 行い、 その結果を 知事に報告する 。 都民及び学識経験者

から 知事が任命する 20名以内の委員で組織し ている 。（ 実施主体： 東京都、 実績： 評価委員会

２ 回開催、 情報選定専門委員会２ 回開催、 「 健康食品」 によ る 健康被害事例専門委員会２ 回

開催）  

イ  都民への安全・ 安心情報の提供 

都民、 事業者、 行政等の間で食の安全に関する 情報を 共有する ため、 ホームページ、 ポス

タ ー、 パンフ レ ッ ト 、 情報誌等の媒体、 食の安全都民フ ォ ーラ ム の開催等によ る 情報提供等

を行っている 。（ 実施主体： 東京都）  

ウ  食品安全情報の外国人への発信（ 平成28年度事業開始）  

観光等で東京を訪れたアレ ルギー疾患を持つ外国人が、 安心し て飲食店での食事を楽し め

る よ う 、 絵文字（ ピ ク ト グラ ム） を 活用し 多言語に対応し たアレ ルギーコ ミ ュ ニケーショ ン

シート 付き のリ ーフ レ ッ ト を 作成し 、 保健所等を通じ て配布を 行う と と も に、 飲食店向けの

講習会を開催する など、 飲食店における 食物アレ ルギー対策を支援し ている 。  

ま た、 近年、 都内において外国人の飲食店等従事者が増加し ている 背景を踏ま え、 外国人

従事者が適切な衛生管理を実施でき る よ う 支援する 。  

さ ら に、 食品中の放射性物質のモニタ リ ン グ検査結果や、 食品安全を確保する ための規制

や監視体制、 食中毒に関する 情報など を 英語で東京都のホーム ページで紹介し ている 。 一部

のコ ン テンツ については、 中国語（ 簡体字、 繁体字） 、 韓国語でも 情報発信を 行っ ている 。

（ 実施主体： 東京都）  

( 3） 営業施設の許認可・ 監視指導 

ア  食品営業施設の許可・ 監視指導（ 昭和22年度事業開始）  

食品営業施設について、 食品衛生法等に基づく 施設の構造設備に関する 基準に合致する か

否かを実地にて調査し 、 許可事務を行う 。  

ま た、 食品衛生監視指導計画に基づいて、 施設に対する 立入り 、 監視指導、 収去検査を 行

う ほか、 営業者等に対し 、 食品衛生講習会等によ る 衛生教育を 行う 。（ 実施主体： 東京都、 特

別区、 八王子市及び町田市）  

食品関係施設及び監視指導件数 （ 単位： か所、 件）  

根 拠  規  程  施設数（ 令和７ 年３ 月末現在)  監視指導件数（ 令和６ 年度）  

食品衛生法 338, 761 350, 178 

東京都ふぐ の取扱い規制条例 2, 403 5, 621 

合 計 341, 164 355, 799 
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イ  化製場等の許可及び監視（ 昭和23年度事業開始。 ただし 、 動物質原料運搬業について

は昭和32年度事業開始。 ）  

化製場等に関する 法律等に基づき 、 化製場や死亡獣畜取扱場、 動物質原料運搬業等の許可

及び監視指導を行う 。（ 実施主体： 東京都、 特別区、 八王子市及び町田市）  

化製場等の許可状況（ 令和７ 年３ 月末現在）  （ 単位： か所）  

 

区 分 
化製場等 動物質原料運搬業 

総数 多摩・ 島し ょ  区部 総数 多摩・ 島し ょ  区部 

施設数 100 17 83 29 6 23 

 

ウ  食品衛生業務における Ｄ Ｘ の推進（ 令和６ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

監視指導業務等において、 タ ブレ ッ ト 等の活用によ り 、 効率的・ 効果的な監視・ 指導、 記

録の管理を行う 。 ま た、 Ｒ Ｐ Ａ やキャ ッ シュ レ ス 決済等の導入によ り 営業許可等手続き のオ

ンラ イ ン化の推進に取り 組む。（ 実施主体： 東京都）  

( 4） 食品等の監視・ 検査 

ア  広域流通食品監視・ 検査（ 昭和45年度事業開始）  

都全域を対象と し て、 機動的に監視指導を 行う 専門組織を設置し 、 広域的に流通する 食品

を製造する 大規模製造業や生産段階に近い卸問屋等流通拠点など の監視指導を 行っ ている 。

（ 実施主体： 東京都）  

広域流通食品検査結果（ 令和６ 年度）  （ 単位： 件、 ％）  

区 分 検体数 違反検体数 違反率 

収去検査 46, 843 8 0. 02 

表示検査 419, 313 1, 295 0. 31 

 

イ  地域流通食品の監視・ 検査（ 昭和23年度事業開始）  

飲食店等の調理業、 ス ーパーマーケッ ト 等の販売業及び小規模な製造業を対象に、 主に地

域の中で販売・ 消費さ れる 食品等に対し て監視、 収去検査等を行う 。  

なお、 こ のほか衛生講習会を実施し て地域の食品営業施設の衛生向上を図っ ている 。（ 実施

主体： 東京都）  

地域流通食品検査結果（ 令和６ 年度）                  （ 単位： 件、 ％）  

 

項 目 

 

検査件数 

 

検体数 
判 定 

違反検体数 違反率 

収去検査 5, 329 561 0 0. 0 

 

ウ  輸入食品対策（ 昭和63年度事業開始）  

国内で消費さ れる 食品のう ち、 輸入食品の占める 割合はカロ リ ーベース で60パーセン ト に
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達し ており 、 都民の食生活にと っ て極めて重要なも のと なっている 。 こ のため、 輸入食品が

保管さ れている 倉庫等を中心に監視、 収去検査等を 行い、 安全性の確保に努めている 。（ 実施

主体： 東京都）  

輸入食品検査結果（ 令和６ 年度）  （ 単位： 件、 ％）  

区 分 検体数 違反検体数 違反率 

残留農薬検査 589 7 1. 2 

放射能検査 100 0 0 

 

エ 有害化学物質対策 

従来実施し てき た個別調査によ り 、 内分泌かく 乱作用が疑われる 化学物質を含有する おそ

れのある 食品や、 こ れら の溶出が懸念さ れる 容器等が明ら かになっている 。 こ のため、 こ れ

ら の食品等に対し て重点的に検査を 行い、 その結果、 対応が必要な場合には製造業界等への

指導によ り 、 内分泌かく 乱作用が疑われる 化学物質の低減を図る 。（ 実施主体： 東京都）  

有害化学物質に関する 監視指導数（ 令和６ 年度）  

区 分 検体数 

流通魚介類等に対する 重点監視・ 指導 730件 

東京湾産魚介類に対する 重点監視・ 指導 31件 

合 計 761件 

 

オ 自主回収報告制度（ 平成16年度事業開始）  

食品の製造事業者等が食品衛生法違反や健康への悪影響のおそれに気付き 、 食品等の自主

回収を 行う 場合に都への報告を義務付け、 その情報を 都が都民に提供する こ と で迅速な回収

を推進し 、 危害の未然防止を 図る ため、 東京都食品安全条例に基づき 、 都独自に平成16年11

月から 実施し てき た（ 令和３ 年６ 月に、 改正後の食品衛生法に基づく リ コ ール情報届出制度

の施行に伴い、 本制度は廃止） 。 リ コ ール情報届出制度に基づき 、 厚生労働大臣及び消費者

庁長官への報告等の事務を行っている 。（ 実施主体： 厚生労働省、 消費者庁及び東京都）  

カ  Ｈ Ａ Ｃ Ｃ Ｐ （ ハサッ プ） 監視指導 

Ｈ Ａ Ｃ Ｃ Ｐ によ る 高度な衛生管理を取り 入れた、 食品衛生法に基づく 「 総合衛生管理製造

過程」 承認施設（ 厚生労働大臣が承認） に対する 指導及び外部検証並びに農林水産物及び食

品の輸出の促進に関する 法律に基づく 対米輸出水産加工施設に対する 認定及び認定後の監視

等を実施し てき た。  

食品衛生法の改正によ り 、 「 総合衛生管理製造過程」 承認制度が廃止さ れ（ 令和２ 年５ 月

31日） 、 令和３ 年６ 月から 、 原則全ての食品等事業者を 対象と し てＨ Ａ Ｃ Ｃ Ｐ に沿った衛生

管理が制度化さ れた。 食品衛生上の危害の発生を防止する ために特に重要な工程を 管理する

ための取組と し て、 Ｈ Ａ Ｃ Ｃ Ｐ に基づく 衛生管理が義務化さ れた旧総合衛生管理製造過程承

認施設等の高度な衛生管理を 行う 施設について引き 続き 監視を 行っていく と と も に、 取り 扱
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う 食品の特性に応じ た取組と し てＨ Ａ Ｃ Ｃ Ｐ の考え方を 取り 入れた衛生管理を 行う 小規模な

営業者等についても 助言、 指導を 行っていく 。（ 実施主体： 東京都、 特別区、 八王子市及び町

田市）  

キ  市場衛生検査（ 昭和29年度事業開始）  

生鮮食品等の大規模流通拠点である 中央卸売市場（ ９ 市場） 、 地方卸売市場（ １ 市場） 等

に入荷する 大量の生鮮食品等の収去検査及び競り 売り 営業をはじ めと する 市場内の営業施設

に対する 監視・ 指導を 実施し ている 。 監視指導業務等においては、 タ ブレ ッ ト 等を 活用し 、

効率的・ 効果的な監視・ 指導、 記録の管理を行っている 。（ 実施主体： 東京都）  

市場衛生検査結果（ 令和６ 年度）  （ 単位： 件）  

 

区 分 
市場内監視指導 食品等の検査  

表示違反 

対象業態数 監視指導件数 
検査検体数 

（ 検査件数）  
不良検体数 

件 数 2, 105 159, 908 
4, 129 

( 54, 679)  
337 161 

※不良検体数には、 要注意検体数も 含む。  

 

ク  食肉衛生検査（ 昭和28年度事業開始）  

と 畜段階における 食肉の安全性を 確保する ため、 と 畜場法に基づき 、 獣医師である と 畜検

査員が牛・ 馬・ 豚・ めん羊・ 山羊について１ 頭ごと に検査を行う と と も に、 と 畜場の衛生指

導、 監視を行っ ている 。 監視指導業務等においては、 タ ブレ ッ ト 等を 活用し 、 効率的・ 効果

的な監視・ 指導、 記録の管理を行っている 。（ 実施主体： 東京都）  

と 畜検査結果（ 令和６ 年度）  （ 単位： 頭）  

区 分 総数 牛 こ 牛 馬 豚 めん羊 山羊 

と 畜検査頭数 314, 822 90, 081 1 0 224, 740 0 0 

処分頭数 208, 601 61, 909 1 0 146, 691 0 0 

と 畜禁止 18 0 0 0 18 0 0 

全部廃棄 323 56 0 0 267 0 0 

一部廃棄 208, 260 61, 853 1 0 146, 406 0 0 

Ｔ Ｓ Ｅ 検査陽性※ 0 0 0   0 0 

※伝達性海綿状脳症（ Ｔ Ｓ Ｅ ） のう ち、 牛（ Ｂ Ｓ Ｅ ） 、 めん羊及び山羊に係る も の 

 

ケ  食鳥検査（ 平成３ 年度事業開始）  

食鳥肉に起因する 衛生上の危害の発生防止を 目的と し 、 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検

査に関する 法律に基づき 、 保健所において食鳥処理事業の許可、 食鳥処理場の監視指導を 行

っている 。（ 実施主体： 東京都、 特別区、 八王子市及び町田市）  
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食鳥処理施設状況（ 令和７ 年３ 月末現在）  （ 単位： か所、 件）  

施設数 監視指導数 

総数 多摩･島し ょ  区部 総数 多摩・ 島し ょ  区部 

210 19( 1)  191 225 69（ 4）  156 

※（  ） 内数値は、 八王子市分（ 再掲）  

 

コ  特別用途食品、 栄養表示食品等に係る 栄養成分検査等 

健康増進法に基づく 特別用途食品及び健康の保持増進効果等に関する 誇大表示の禁止並び

に食品表示法に基づく 食品表示基準における 栄養成分表示に関し て、 制度の普及及び表示の

適正化を図る 。（ 実施主体： 東京都、 実績： 収去検査355項目（ 栄養表示食品307項目） 相談指

導件数617件）  

サ 都内流通食品の放射性物質検査 

福島第一原子力発電所事故に対応する ため、 都内の小売店等に流通し ている 食品について

放射性物質検査を実施し ている 。 （ 実施主体： 東京都）  

( 5） 食品汚染調査等 

ア  食品汚染調査（ 昭和48年度事業開始）  

各種有害化学物質、 環境汚染物質等によ る 生鮮食品等の汚染実態を 把握し 、 汚染食品の流

通防止を 図る 。 魚介類等については、 水銀、 Ｐ Ｃ Ｂ （ ポリ 塩化ビ フ ェ ニル） 、 Ｔ Ｂ Ｔ Ｏ （ ビ

ス ト リ ブチルス ズオキシド ） 、 その他の農薬等の含有量を 調査する 。 米殻については、 汚染

物質（ カド ミ ウ ム・ 農薬） の含有量を調査する 。（ 実施主体： 東京都）  

食品汚染調査実施数（ 令和６ 年度）  （ 単位： 件）  

検査項目 
魚介類等 米穀 

合計 
水銀 PCB TBTO その他 カド ミ ウ ム  農薬 

検体数 444 468 229 285 134 19 1, 579 

 

 

イ  食事由来の曝露量推計（ 平成10年度事業開始）  

有害化学物質等によ る 健康影響への不安を 解消する ため、 都民が１ 日当たり に摂取し てい

る 食品群別摂取量のデータ に基づき 化学物質曝露量を 推計する 。 令和６ 年度は、 重金属（ 総

水銀、 メ チル水銀、 カド ミ ウ ム及び鉛） 、 Ｐ Ｃ Ｂ 、 ダイ オキシン 類及び放射性物質について

調査を実施し た。（ 実施主体： 東京都）  

ウ  食中毒対策（ 昭和24年度事業開始）  

食品衛生法第63条に基づき 、 食中毒等の発生時に疫学調査や患者及び関係施設の検査を 行

い、 原因食品や病因物質等を 追究し て、 被害の拡大防止を 図る と と も に、 今後の食中毒発生

防止対策の策定等、必要な措置を講じ る 。（ 実施主体： 東京都、特別区、八王子市及び町田市）  
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食中毒等の発生状況 

 

区 分 
食中毒 有症苦情 

令和６ 年 令和５ 年 令和６ 年 令和５ 年 

発 生 件 数   114件 137件 627件 525件 

患  者  数  1, 536人 878人 2, 051人 1, 973人 

 

エ 腸管出血性大腸菌対策（ 平成９ 年度事業開始）  

食中毒患者と 食品と の因果関係を判断する ために遺伝子解析を行っている 。  

ま た、 飲食店営業等の従事者を 対象と し た検便を行い、 地域別・ 業態別の保菌状況を 把握

する こ と で散発型集団発生等の発生原因の究明や、 食中毒患者の迅速かつ適切な治療の促進

等に活用する ための保菌者検索事業を行っている 。（ 実施主体： 東京都、 特別区、 八王子市及

び町田市）  

保菌者検索事業の実施数（ 令和６ 年度）  

区分 散発患者等の解析 無症状病原体保有者調査 

件数 452人 34, 921件 ( 7, 424件)  

※(  ) 内は都直轄事業分 

 

( 6） 表示適正化対策 

ア  食品表示法に基づく 表示適正化対策（ 平成27年度事業開始）  

農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する 法律（ 現： 「 日本農林規格等に関する 法

律（ Ｊ Ａ Ｓ 法） 」 ） 、 食品衛生法及び健康増進法の食品の表示に関する 規定を 統合し た一元

的な制度と し て、 食品表示法が平成27年４ 月１ 日に施行さ れた。  

食品表示法に基づく 表示の適正化等を 図り 、 都民の食品表示への信頼を 確保する ため、 同

法に基づく 表示の指導、 Ｄ Ｎ Ａ 鑑定等によ る 食品の科学的検証及びバイ オテク ノ ロ ジー応用

食品対策を行っている 。（ 実施主体： 東京都）  

食品表示法に基づく 表示の指導（ 令和６ 年度）  

区 分 指導・ 相談 状況調査 普及啓発等説明会 

年間件数 3, 890件 552件 12回 

Ｄ ＮＡ 鑑定等によ る 検証（ 令和６ 年度）  

区 分 
袋詰め米穀

表示適正化 

食肉の 

表示適正化 

バイ オテク ノ ロ ジー

応用食品対策 

検査検体数 200件 50件 80件 

イ  食品の適正表示推進者の育成（ 平成17年度事業開始）  

食品を 取り 扱う 事業者を対象に「 食品の適正表示推進者育成講習会」 を 実施し 、 事業施設

における 適正表示を推進する 核と なる 人材を育成し 、 食品表示の適正化を図っている 。  

ま た、 講習会受講者に対し ては、 頻繁に行われる 制度改正に合わせて、 「 フ ォ ロ ーアッ プ

講習会」 の開催やメ ールマガジンによ り 情報提供を行っている 。（ 実施主体： 東京都）  
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食品の適正表示推進者育成講習会（ 令和６ 年度）  

区 分 実施回数 申込者数 登録者数（ ※）  

件 数 ２ 回 591人 410人 

※ 講習会を 受講し 、 食品の適正表示推進者と し て新たに登録さ れた者 

 

フォ ロ ーアッ プ講習会（ 令和６ 年度）  

区 分 実施回数 申込者数 受講者数 

件 数 １ 回 657人 585人 

 

( 7） 健康食品に係る 安全確保事業（ 令和７ 年度事業開始）【 新規】  

健康食品中の有害物質を 原因と する 健康被害の発生に備えた検査体制の整備を 進める 。 ま た、

医薬品と 健康食品の併用によ る 健康被害防止に向けた普及啓発を実施する 。（ 実施主体： 東京都）  

( 8） 調理師等の試験及び免許等交付事務（ 昭和24年度事業開始）  

調理師法に基づき 、 試験合格者又は指定養成施設卒業者に免許証を交付する 。  

ま た、 製菓衛生師法及び東京都ふぐ の取扱い規制条例に基づき 、 試験を 実施する と と も に、

免許証等を 交付する 。（ 実施主体： 東京都（ 調理師試験については平成20年度から 公益社団法人

調理技術技能センタ ーに委任） ）  

試験及び免許証等交付実績 

区 分 試験実施回数 受験者数 免許証等交付数 

調理師 １ 回 1, 773人 3, 288人 

製菓衛生師 １ 回 911人 338人 

ふぐ 取扱責任者 １ 回 232人 137人 

ふぐ 取扱所認証書 － － 204件 

※免許証等交付数には新規交付数のほか、 書換え数や再交付数も 含ま れる 。  

 

( 9） 各種資格者の養成施設等の指定（ 登録） ・ 監督等に関する 事務（ 平成27年度事業開始）  

平成27年度に都道府県が行う 事務と し て国から 権限が移譲さ れた調理師養成施設、 製菓衛生

師養成施設、 食品衛生管理者養成施設、 食品衛生監視員養成施設及び食鳥処理衛生管理者養成施設に

係る 指定（ 登録）・ 監督等並びに食品衛生管理者登録講習会及び食鳥処理衛生管理者登録講習会

の登録等を行っている 。（ 実施主体： 東京都）  
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２ 医薬品等の安全確保 

都では、 医薬品や化粧品等の製造から 使用に至る ま で様々な視点から 品質、 有効性及び安全性

の確保に向けた取組や災害時における 医薬品等の供給体制整備を進めている 。  

ま た、 麻薬、 覚醒剤、 危険ド ラ ッ グ等の指導・ 取締り や乱用防止のための普及啓発の充実など総

合的な対策を実施し ている 。  

( 1） 許可・ 登録及び試験 

ア  薬剤師免許 

薬剤師法に基づき 、 薬剤師免許の申請、 薬剤師名簿の登録、 訂正及び削除、 免許証の交付

等の厚生労働大臣への経由事務を 行っている 。（ 実施主体： 厚生労働省及び東京都、 令和４ 年

12月末現在の都内従事者数： 53, 527人）  

イ  薬局、 医薬品販売業等許可（ 明治７ 年度事業開始）  

医薬品、 医療機器等の品質、 有効性及び安全性の確保等に関する 法律（ 以下「 医薬品医療

機器等法」 と いう 。 ） に基づき 、 薬局、 医薬品販売業、 医療機器販売業等の許可関係の事務

を行っ ている 。 ま た、 届出等については、 電子届出の受付を開始し 、 事業者の利便性向上を

図っ ている 。（ 実施主体： 東京都、 特別区、 八王子市及び町田市、 令和７ 年３ 月末現在の施設

数： 薬局 7, 215医薬品販売業（ 薬局を除く 。 ）  4, 938 高度管理医療機器販売業 10, 601）  

ウ  地域連携薬局、 専門医療機関連携薬局の認定（ 令和３ 年度事業開始）  

医薬品医療機器等法に基づき 、 地域連携薬局及び専門医療機関連携薬局の認定の事務を 行

っている 。（ 実施主体： 東京都、 令和７ 年３ 月末現在の認定数： 地域連携薬局 640、 専門医療

機関連携薬局 18）  

エ 医薬品等製造販売業、 製造業等の許可（ 昭和23年度事業開始）  

医薬品医療機器等法に基づき 、 医薬品、 医薬部外品、 化粧品、 医療機器、 体外診断用医薬

品及び再生医療等製品に関する 製造販売業及び製造業の許可、 承認等の事務を行っている 。  

ま た、 同法に基づき 、 医薬品製造業及び再生医療等製品製造業の許可等の厚生労働大臣へ

の経由等の事務を行っている 。（ 実施主体： 厚生労働省及び東京都）  

医薬品製造販売業・ 製造業等の業態数（ 令和７ 年３ 月末現在）  

 

知事許可 （ 単位： 件）  知事許可 

  

 

 

 

                          大臣許可 

 

 

区 分 件数 

医薬品製造業 7 

再生医療等製品製造業 8 

区 分 件数 

医療機器修理業 914 

 

区 分 製造販売業 製造業 

医薬品 359 168 

医薬部外品 549 183 

化粧品 1, 651 766 

医療機器 1, 210 1, 047 

体外診断用医薬品 108 54 

再生医療等製品 17 − 
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オ 毒物劇物営業者の登録（ 明治７ 年度事業開始）  

毒物及び劇物取締法に基づき 、 毒物及び劇物の製造業、 輸入業又は販売業の登録関係事務

を行っている 。（ 実施主体： 厚生労働省、 東京都、 特別区、 八王子市及び町田市 令和７ 年３ 月

末現在の都登録施設数： 製造業 137 輸入業 906 販売業 5, 798）  

カ  麻薬・ 大麻取扱者免許 

麻薬及び向精神薬取締法に基づく 、 麻薬卸売業者、 麻薬小売業者及び麻薬施用者等の免許

関係事務並びに大麻草の栽培の規制に関する 法律に基づく 、 第１ 種大麻草採取栽培者の免許

関係事務を行っている 。 （ 実施主体： 東京都、 特別区、 八王子市及び町田市）  

ま た、 既存の麻薬取扱者免許シス テムに、 大麻取扱者等の申請入力・ 申請情報管理・ 免許

証発行機能を 追加する など シス テム を再構築し 、 事務の効率化を 図っ ている 。（ 実施主体： 東

京都）  

免許保有者数（ 令和６ 年12月末現在）  

麻薬卸売業 29件 麻薬小売業 5, 968件 麻薬施用者 39, 316人 

麻薬管理者 2, 474人 麻薬研究者 271人 大麻研究者 38人 

 

キ  試験 

毒物劇物取扱者試験（ 昭和26年度事業開始） 及び登録販売者試験（ 平成20年度事業開始）

を実施し ている 。（ 実施主体： 東京都）  

ク  薬事審議会（ 昭和36年度事業開始）  

医薬品医療機器等法に基づく 知事の附属機関と し て、 都における 薬事に関する 基本方針や

重要事項を 調査及び審議する こ と 等を 目的に設置さ れている 。（ 実施主体： 東京都、 実績： １

回開催）  

( 2） 監視指導 

ア  医薬品等製造販売業・ 製造業等の監視指導（ 昭和36年度事業開始。 ただし 、 製造販売業及

び修理業については平成17年度、 一般用医薬品の特定販売については平成26年度事業開始）  

医薬品、 医薬部外品、 化粧品、 医療機器、 体外診断用医薬品及び再生医療等製品の製造販

売業、 製造業及び修理業、 薬局、 医薬品販売業等に関する 保健衛生上の危害発生を 防止する

ため、 医薬品医療機器等法に基づき 監視指導を行っている 。  

ま た、 平成26年度から は、 一般用医薬品の特定販売のう ち、 イ ン タ ーネッ ト 販売等につい

て、 イ ン タ ーネッ ト モール運営事業者の協力を 得ながら 、 薬局・ 店舗販売業に対する 指導を

実施し ている 。（ 実施主体： 東京都、 特別区、 八王子市及び町田市）  

イ  市販薬の過剰摂取（ オーバード ーズ） 対策に係る 監視指導（ 令和５ 年度事業開始）  

若い世代の間で、 市販薬のオーバード ーズが社会問題化し ている こ と を 踏ま え、 主に繁華

街に所在する 薬局・ 店舗販売業者への監視指導を強化し ている 。（ 実施主体： 東京都、 特別区、
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八王子市及び町田市）  

ま た、 入手経路の１ つである Ｓ Ｎ Ｓ に対し て、 Ｘ 上の医薬品不正取引のポス ト の解析やＴ

ｅ ｌ ｅ ｇ ｒ ａ ｍ上の医薬品不正取引の実態を調査し 、 監視指導を強化し ている 。  

ウ  医療機関に対する 総合薬事指導（ 平成15年度事業開始）  

医療機関における 医薬品・ 医療機器等の今日的課題について、 都内病院等に対し て実態調

査を 行い、 調査結果を 医療機関等へフ ィ ード バッ ク し 、 医療機関によ る 自主的な医薬品等の

品質管理及び安全対策を促すと と も に、 国、 医薬品・ 医療機器製造販売業者等及び関係団体

等への情報提供を行っている 。（ 実施主体： 東京都）  

エ 医薬品等の広告監視指導（ 昭和36年度事業開始。 ただし 、 イ ンタ ーネッ ト 広告監視につい

ては、 平成14年度事業開始）  

テレ ビ 、 新聞、 雑誌、 パン フ レ ッ ト 、 イ ン タ ーネッ ト 等によ る 医薬品等の広告が、 効能・

効果等に関し 虚偽誇大になら ないよ う 、 指導・ 取締り を行っている 。  

ま た、 薬局及び医薬品販売業者が行う 医薬品の広告については、 薬局等の行う 医薬品の広

告の適正化に関する 条例に基づき 、 指導・ 取締り を 行い、 医薬品の過量消費及び乱用助長の

防止を 図っ ている 。（ 実施主体： 東京都、 特別区、 八王子市及び町田市、 実績： テレ ビ ２ 回、

新聞１ 回、 雑誌２ 回、 イ ンタ ーネッ ト ２ 回（ 協力企業14社） ） ）  

オ 毒物劇物営業者等・ 業務上取扱者の監視指導（ 要届出業務上取扱者： 昭和46年度事業開始、

非届出業務上取扱者： 昭和55年度事業開始）  

毒物及び劇物取締法に基づき 、 毒物劇物営業者等及び業務上取扱者の監視指導を 行っ てい

る 。 実施対象は、 毒物劇物製造業、 毒物劇物輸入業、 毒物劇物販売業、 特定毒物研究者・ 使

用者、 電気めっ き 業・ 金属熱処理業、 運送業、 化学工業外の業種、 試験研究機関、 大学及び

小中高校と し ている 。（ 実施主体： 東京都、 特別区、 八王子市及び町田市）  

カ  家庭用品の監視指導（ 昭和48年度事業開始）  

化学物質は都民の日常生活に深い関わり を 持ち、 広く 使用さ れている 。 繊維製品や住宅用

洗剤等の家庭用品によ る 健康被害を 防止する ため、 有害物質を 含有する 家庭用品の規制に関

する 法律に基づき 、 都内販売店から 規制対象品の試買を 行い、 検査を実施し ている 。（ 実施主

体： 東京都、 特別区、 八王子市及び町田市）  

ま た、 法規制対象外の化学物質や家庭用品についても 、 健康被害の未然防止のため検査を

実施し 、 調査を行っている 。（ 実施主体： 東京都）  

キ 医薬品・ 医療機器等の国家検定・ 国家検査（ 国家検定： 昭和36年度事業開始、 国家検査：

昭和54年度事業開始）  

特に高度な製造技術や試験技術を 必要と する も の、 製造過程において特に品質の影響を受

けやすいも の等、 保健衛生上の危害を 生ずる おそれの大き い医薬品、 医療機器及び再生医療

等製品について、 医薬品医療機器等法で国家検定、 国家検査制度を 定め、 公的機関の試験検
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査によ り 品質の確保を図っている 。（ 実施主体： 厚生労働省及び東京都）  

( 3） 医薬分業の推進等 

ア  かかり つけ薬局の育成（ 昭和51年度事業開始）  

都民が安全かつ適正に医薬品を使用する こ と ができ る よ う 、 情報提供や相談の窓口と なる

「 かかり つけ薬局」 の機能の充実、 強化を図っている 。  

ま た、 薬局向けに「 医薬品情報誌」 や「 Ｄ Ｉ レ タ ー」 の発行、 「 薬と 健康の週間」 におけ

る 都民向け街頭相談など を 実施し ている 。（ 実施主体： 東京都（ 公益社団法人東京都薬剤師会

に委託） ）  

イ  医薬品・ 情報管理セン タ ー機能整備費補助（ 平成15年度事業開始）  

薬局に対する 希少疾病用医薬品や後発医薬品の融通管理、 在宅療養患者への対応が可能な

薬局の情報を 集約し て医療機関等に提供する など 、 医薬品等に関する 地域情報の発信基地と

し ての役割を支援し ている 。（ 実施主体： 公益社団法人東京都薬剤師会、 実績： 31か所）  

ウ  地域包括ケ ア シ ス テ ム における 薬局・ 薬剤師の機能強化事業（ 平成26年度事業開始、

令和３ 年度再構築）  

地域包括ケアシス テムの中で薬局・ 薬剤師の機能を 強化し 、 在宅療養患者を 支援する 取組

を 促進する ため、 在宅療養支援のための専門的知識・ 技術（ 無菌調製等） 習得を 目的と し た

研修を 行う と と も に、 薬局・ 薬剤師の連携体制を構築し 、 在宅療養を 支援する 薬局・ 薬剤師

の情報を関係機関に提供し ている 。  

ま た、 在宅療養患者を担当し ている 医療機関・ 訪問看護ス テーショ ン と 薬局・ 薬剤師の連

携に加え、 病院薬剤師と 薬局・ 薬剤師と の連携（ 薬薬連携） によ る 患者の状況把握（ 服薬種

類が多い、 飲み忘れが多い等） の共有化を 図っている 。（ 実施主体： 東京都（ 公益社団法人東

京都薬剤師会に委託） ）  

エ 身近な健康相談シス テム の構築（ 平成16年度事業開始）  

都民が、 薬局を活用し て健康に関する 不安を 解消でき る よ う 、 薬局が提供でき る サービ ス

の情報（ 薬局機能情報） の提供や、 かかり つけ薬剤師育成研修を行っている 。（ 実施主体： 東

京都（ かかり つけ薬剤師育成研修は公益社団法人東京都薬剤師会に委託） ）  

オ 各種講習会の実施 

薬事行政の向上並びに薬局等の開設者及び従事者の資質向上を 図る ため講習会を 実施する 。

（ 実施主体： 東京都）  

講習会の実績 

講習会 委託先 実施回数 

薬事衛生自治指導 公益社団法人東京都薬剤師会 年１ 回 

店舗販売業者講習会 公益社団法人東京都医薬品登録販売者協会 年２ 回 

配置販売業者講習会 一般社団法人東京都医薬品配置協会 年１ 回 
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カ  オン ラ イ ン 服薬指導に係る 都民及び薬局への普及啓発事業（ 令和５ 年度事業開始）【 2050東

京戦略】  

  対面服薬指導と 使い分け 、 安全・ 適切にオン ラ イ ン 服薬指導を 利用し て も ら う た めに、

都民に対し て 利用方法等の理解促進を 図る ほか、 オン ラ イ ン 服薬指導を 実施する 薬局を

サポ ート する た め、 オン ラ イ ン 服薬指導に関する 実施手順や最新のルール等の理解促進

を 図る 。（ 実施主体： 東京都）  

キ  防犯機器等導入支援補助事業（ 令和７ 年度事業開始）【 新規】  

薬剤師が安心し て 在宅医療に従事でき る 環境を 整備する た め、 在宅医療の現場で薬剤

師が患者やそ の家族から 受け る ハラ ス メ ン ト 対策と し て セキ ュ リ ティ 確保に必要な 防犯

機器の初度整備に係る 経費を 補助する 。（ 実施主体： 東京都）  

( 4） 災害時医薬品等供給体制の強化（ 平成23年度事業開始）  

災害時においても 医薬品等の提供が適切に行われる よ う 、 防災訓練や災害薬事活動リ ーダ

ー研修を実施する と と も に、 災害時のへき 地等での医薬品等供給体制強化のため災害対策医

薬品供給車両（ モバイ ルフ ァ ーマシー） を 配備する など 、 災害時の医薬品等供給体制強化に

向けた取組を実施する 。（ 実施主体： 東京都）  

( 5） 薬剤師確保対策の推進（ 令和６ 年度事業開始）  

薬剤師の従事先には、 業態及び地域の偏在があ る こ と から 、 地域の実情に応じ た 薬剤師

の確保策を 実施する 。（ 実施主体： 東京都）  

ア  病院薬剤師の就職相談会の実施 

イ  薬学生専用就職情報サイ ト を 活用し た病院薬剤師の魅力発信 

ウ  島し ょ 圏域の薬剤師求人情報の周知 

( 6） 薬物乱用防止の啓発活動 

ア  不正大麻・ けし 撲滅運動（ 昭和35年度事業開始）  

毎年４ 月１ 日から ７ 月31日ま での間、 ポス タ ー及びリ ーフ レ ッ ト によ り 、 都民に対し 大

麻・ けし に関する 正し い知識を 広める と と も に、 不正栽培又は自生の大麻・ けし の除去を 行

っている 。（ 実施主体： 厚生労働省及び東京都）  

イ  「 ダメ 。 ゼッ タ イ 。 」 普及運動（ 平成５ 年度事業開始）  

毎年６ 月20日から ７ 月19日ま での運動期間中、 国連決議によ る 「 ６ ・ 26国際麻薬乱用撲滅

デー」 の周知を 図り 、 都民の集いの実施、 官民一体で実施さ れる 国連支援募金への協力のほ

か、 地域関係団体によ る 街頭啓発活動等を行っている 。（ 実施主体： 厚生労働省、 東京都等）  

ウ  麻薬・ 覚醒剤・ 大麻乱用防止運動（ 昭和38年度事業開始）  

毎年10月１ 日から 11月30日ま での間、 ポス タ ー・ リ ーフ レ ッ ト によ る 普及啓発、 「 麻薬・

覚醒剤・ 大麻乱用防止運動都民大会（ 東京大会） 」 等を実施し ている 。（ 実施主体： 厚生労働
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省及び東京都）  

エ 市販薬の過剰摂取（ オーバード ーズ） 対策 

若年層によ る 市販薬のオーバード ーズが社会問題化し ている こ と を 受け、 薬物乱用経験者

の実体験など を 基に作成し た啓発動画の活用やＳ Ｎ Ｓ 等を 通じ た広報、 医薬品の適正使用に

関する 小学生向け教材等の作成、 配布など 若年層を対象と し た普及啓発を充実さ せている 。  

ま た、 大学研究者によ る 事業提案制度「 小学生向け医薬品の適正使用に関する 学習アプリ

開発事業」 を実施する 。（ 実施主体： 東京都）  

オ その他啓発活動 

地域に根ざし た活動を 展開する ため、 東京都薬物乱用防止指導員を 委嘱し 、 指導員に対す

る 研修を 行う ほか、 指導員等で構成する 東京都薬物乱用防止推進協議会の活動経費を 助成す

る と と も に、 薬物乱用防止講習会への薬物専門講師の派遣及び啓発資材の貸出し によ り 地域

活動団体等の啓発活動を支援し ている 。  

ま た、 青少年に重点を 置いた対策と し て、 中学生によ る ポス タ ー・ 標語の募集や薬物乱用

防止高校生会議を 実施する と と も に、 学校に通っていない青少年に対する 啓発活動を 推進し

ている 。（ 実施主体： 東京都）  

( 7） 麻薬・ 向精神薬・ 覚醒剤等の指導取締り  

ア  麻薬取扱者等に対する 立入検査（ 昭和23年度事業開始）  

麻薬、 覚醒剤及び向精神薬の取扱者に対し て立入検査を 実施し 、 麻薬等の適正な保管管理

を指導する 。  

ま た、 立入検査等によ って発見し た犯罪に対し 、 都職員が司法警察員と し て職務を行い、

事件の処理に当たっている 。（ 実施主体： 東京都）  

イ  麻薬中毒者相談員制度（ 昭和23年度事業開始）  

麻薬中毒者相談員が麻薬中毒者及び麻薬中毒者であっ た者の実態の把握に努め、 観察指導

を 行う と と も に相談に応じ 再中毒の防止及び社会復帰の促進に努めている 。（ 実施主体： 東京

都）  

ウ  麻薬中毒者措置入院（ 昭和38年度事業開始）  

麻薬、 大麻又はあへんの慢性中毒である 旨の医師等から の届出受理と 、 麻薬中毒者の入院

措置等を行っている 。（ 実施主体： 東京都）  

エ 危険ド ラ ッ グ 対策（ 平成８ 年度事業開始）  

平成８ 年度から 試買によ る 成分検査を行い違反品の排除に努めており 、 平成16年度に東京

都薬物の濫用防止に関する 条例（ 以下「 条例」 と いう 。 ） を 制定、 平成17年４ 月１ 日から 施

行（ 一部平成17年６ 月１ 日から 施行） し 、 覚醒剤や大麻と 同様に健康被害を も たら すおそれ

のある 危険ド ラ ッ グを、 知事指定薬物と し て規制し ている 。  

知事指定薬物については、 厚生労働省や他自治体に情報提供を行い、 広域的な規制につな
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げる と と も に、 海外で流通し ている 国内未流通薬物を 事前に規制する ため、 試買調査を行う

ほか、 平成28年度から は確保が難し い未規制成分の合成委託を行う など 、 規制強化に取り 組

んでいる 。  

ま た、 流通実態に対する 監視指導については、 平成26年10月に条例を 改正し て警察職員に

立入調査権限を 付与する など 対策の強化を 図っ ている 。 平成27年７ 月には都内実店舗数はゼ

ロ と なっ たが、 現在は店舗が再び確認さ れている 。 ま た、 イ ンタ ーネッ ト によ る 売買はいま

だ続いており 、 Ｓ Ｎ Ｓ によ る 取引も 行われる など 取引が潜在化し ている ため、 ビ ッ グデータ

解析を拡充し 、 迅速かつ的確に流行物品及びイ ンタ ーネッ ト 上の店舗の把握を 行う など 流通

実態の調査を継続し 、 監視指導を強化し ている 。  

さ ら に、 キーワ ード 連動広告や専用ホーム ページによ り 、 イ ンタ ーネッ ト を 活用し た普及

啓発に取り 組むと と も に、 薬物乱用防止の啓発動画の作成・ 放映等によ り 、 広く 危険性の周

知に努めている 。（ 実施主体： 東京都）  

( 8） 健康食品対策（ 昭和46年度事業開始）  

いわゆる 健康食品については、 関係する 法令を 所管する 各局が調整、 連携し 、 施策を 総合的

に推進する こ と を 目的と し て、 平成８ 年10月に関係局によ る 健康食品対策推進連絡会を 設置し 、

都民向けパンフレ ッ ト の作成配布、 健康食品取扱マニュ アルの作成等を行っている 。  

ま た、 平成18年７ 月から 公益社団法人東京都医師会及び公益社団法人東京都薬剤師会、 令和

７ 年７ 月から 都内大規模病院と 連携し て健康食品に関する 安全性情報の収集・ 解析を 行っ てい

る 。（ 実績： 「 健康食品」 の利用と 関連が疑われる 健康被害情報33件（ 事業開始時から の累計561

件） ）  

さ ら に、 健康食品によ る 危害の未然防止を 徹底する ため、 試買調査によ り 、 市販健康食品を

購入し ( 年間145品目予定) 、 医薬品成分等に関する 検査や発酵・ 濃縮工程のある 健康食品の検査

を行う と と も に、 関係法令の表示検査を実施し ている 。  

加えて、 健康食品関連業者に対し 、 法令の正し い知識を 周知し 、 表示、 広告、 販売方法等の

適正化を 図る ため、 健康食品取扱事業者講習会を年1回開催し ている 。（ 実施主体： 東京都、 令和

６ 年度1, 114名申込）  

( 9） 薬局における 電子処方箋の活用・ 普及の促進事業（ 令和５ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

電子処方箋や、 リ フ ィ ル処方箋等の電子処方箋新機能を 導入する 薬局に対し 、 導入に要する

費用を補助する こ と によ り 、 都内薬局における 電子処方箋の活用・ 普及の促進を図る 。  

( 10） 薬局物価高騰緊急対策事業（ 令和６ 年度事業開始）  

物価高騰に直面する 薬局の負担軽減に向けた緊急対策と し て、 支援金を 支給する 。（ 実施主

体： 東京都）
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３ 環境保健対策 

大気汚染や室内環境、 食品や食器に含ま れる 化学物質など が健康に与える 影響が懸念さ れてお

り 、 そう し た健康影響を未然に防ぐ ため、 各種の保健施策、 調査研究を実施し ている 。  

( 1） 大気汚染医療費助成（ 昭和47年度事業開始）  

大気汚染の影響を受ける と 推定さ れる 疾病にかかった者に対し 、 医療費を助成する こ と によ り 、

その者の健康障害の救済を図る 。（ 実施主体： 東京都）  

対象者は、 気管支ぜん息、 ぜん息性気管支炎、 肺気しゅ、 慢性気管支炎及びこ れらの続発症にり 患して

いる18歳未満の者で、 一定の要件を満たし ている者と する 。  

なお、 生年月日が平成９ 年４ 月１ 日以前で、 有効な医療券を持っているも のも 対象と する。  

申請によ り 、 都の５ 保健所、 特別区、 八王子市及び町田市に設置し ている 大気汚染障害者認定

審査会で審査し、 その意見に基づき保健所長、 区長又は市長が認定している。  

大気汚染医療費助成認定状況 （ 令和７ 年３ 月末現在） （ 単位： 人）  

区分 総数 慢性気管支炎 気管支ぜん息 ぜん息性気管支炎 肺気し ゅ  

総数 40, 357 0 40, 357 0 0 

０ ～17歳 571 0 571 0 0 

０ ～19歳 571 0 571 0 0 

20～39歳 3, 171 − 3, 171 − − 

40～59歳 14, 929 − 14, 929 − − 

60～74歳 11, 554 − 11, 554 − − 

75歳以上 10, 132 − 10, 132 − − 

平成20年８ 月から 気管支ぜん息の対象年齢を18歳未満から 全年齢に拡大し たが、 平成27年３ 月末をも っ
て18歳以上の新規認定の申請受付を終了し た。  

( 2） 基礎的実験的研究等 

ア  大気汚染に係る 基礎的実験的研究（ 昭和47年度事業開始、 令和６ 年度再構築）  

都内大気中に含ま れる 亜硝酸について実態の把握を 行う と と も に、 実験動物への投与等を

行う こ と で、 その健康影響について解析･評価を行う 。（ 実施主体： 東京都）  

イ  光化学ス モッ グ 対策（ 昭和45年度事業開始）  

光化学ス モッ グによ る と 思われる 被害発生の時間的・ 地域的特性等を調査し 、 被害状況を

明ら かにする と と も に、 健康障害を 受けた者のう ち、 入院治療を 要し たも のに対し て医療費

を 助成する 。（ 実施主体： 東京都、 実績： 注意報発令回数15回、 予報発令回数５ 回、 被害の届

出者数０ 名、 医療費の助成０ 名）  

ウ  ク ロ ム 健康相談（ 平成５ 年度事業開始）  

過去に六価ク ロ ム の健康影響について調査を実施し た地区の住民に対し て、 健康相談を実

施し 、 ク ロ ムに関連し た健康不安の解消、 ク ロ ムの健康への影響に関する 基礎的知識の普及

と ク ロ ム によ る 健康影響が疑われる 住民の早期発見を 図る 。（ 実施主体： 東京都、 実績： 一次
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検診受診者０ 名、 精密検診受診者０ 名）  

エ 環境保健対策専門委員会（ 昭和45年度設置）  

環境保健に係る 諸問題に対し 、 その対策を検討する 。  

なお、 委員会には、 環境保健対策に係る 事業の在り 方や方向性について専門的な立場から

調査検討を 行う ため、 ３ つの分科会を設置し ている 。 各分科会は必要に応じ て作業委員会を

設置し 、 重点事項について調査や具体的検討を 行っ ている 。（ 実施主体： 東京都、 実績： 委員

会等開催数４ 回）  

 ( 3） 新たなアレ ルギー疾患対策の推進（ 平成９ 年度事業開始、 平成22年度再構築）  

ア  相談・ 普及啓発（ 日常生活での予防対策の充実）  

子供の保護者や成人ぜん息等のアレ ルギー疾患のある 都民等を対象に講演会等を 実施し て

いる 。（ 実施主体： 東京都）  

講演会等の実績 （ 単位： 回）  

事 項 対 象 内 容 回数 実施主体 

都民向けアレ ルギー

講演会 

ア レ ル ギ ー 疾 患 の 

ある 子供の保護者、  

都民、 関係者等 

ア レ ルギ ー疾患

に 関する 最新情

報等 

１  東京都 

都保健所アレ ルギー

対策事業 

地 域 の 保 育 施 設 や 

学校の職員等 

疾患に関する  

基礎知識、 予防等 
６  東京都各保健所 

 

イ  人材育成（ 相談等に係る 人材の資質の向上）  

子供や成人のアレ ルギーに対応する 保健医療福祉関係者を対象に、 アレ ルギー疾患及びア

ナフ ィ ラ キシーに関する 知識と 緊急時対応技術の向上のための研修を実施し ている 。  

ま た、 各施設等において、 緊急時に組織的な対応を 行う ための体制整備や地域の医療機関

等関係者と の連携など を推進する ため、 アレ ルギー対応体制強化研修を 実施し ている 。（ 実施

主体： 東京都（ 公益財団法人東京都福祉保健財団に委託） ）  

人材育成研修の実績 （ 単位： 回）  

事 項 対 象 内 容 回数 

アレルギー相談実務研修 

（ 子供のアレ ルギー）  

保育所・ 幼稚園教職員、  

保健衛生主管課職員等 

子供のアレ ルギー疾患の知識、 発

症予防のための日常生活対応力の

向上 

３  

アレルギー相談実務研修 

（ 成人のアレ ルギー）  

医療保険者、  

訪問看護ス テーショ ン職員等 

成人のアレ ルギー疾患に関する 知

識と 患者指導力の向上 
２  

ぜん息・ 食物アレルギ

ー緊急時対応研修 

保育所職員、  

保健衛生主管課職員等 

ぜん息の発作や食物ア レ ルギ ー

によ る アナフ ィ ラ キ シーに関す

る 知識と 緊急時対応技術の向上 

２  

アレルギー対応体制強化

研修（ 施設管理者向け）  

保育所等の管理的立場にあ

る 職員 

疾患の 知識、 リ ス ク マ ネ ジ メ ン

ト 、 組織と し ての体制整備、 地域

の関係者と の連携体制の構築等 

１  

アレ ルギー対応体制強化

研修（ 行政職員向け）  
区市町村職員、 保健所職員 

アレ ルギー対応に係る リ ス ク マネ

ジメ ント 等 
２  
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ウ  アレ ルギー疾患対策検討委員会（ 平成10年度設置）  

平成27年12月に施行さ れたアレ ルギー疾患対策基本法に基づき 、 都における アレ ルギー疾

患対策の総合的な推進を図る ため、 アレ ルギー専門医、 学識経験者、 関係団体、 都民代表等

によ り 検討を行っ ている 。 令和６ 年度は、 アレ ルギー疾患対策推進計画の進捗状況など につ

いて協議し た。（ 実施主体： 東京都、 実績： 委員会開催数２ 回）  

エ アレ ルギー疾患医療提供体制の整備 

都民がアレ ルギーの状態に応じ て適切な医療を 受ける こ と ができ る よ う 、 都内のアレ ルギ

ー疾患医療の質の向上と 医療提供体制の整備、 情報提供の充実に取り 組んでいる 。 診断が困

難な症例や、 標準治療では病態が安定し ない重症・ 難治性のアレ ルギー疾患患者に対し 、 専

門的な医療を提供する 「 東京都アレ ルギー疾患医療拠点病院」 （ 以下「 拠点病院」 と いう 。 ）

及び「 東京都アレ ルギー疾患医療専門病院」 を 平成30年度及び令和５ 年度に指定（ 指定期間

5年間） し た。 令和７ 年４ 月現在、 拠点病院は４ 病院、 専門病院は15病院指定し ている 。 ま

た、 アレ ルギー疾患拠点病院等連絡会を開催し 、 こ れら の医療機関の診療ネッ ト ワ ーク を 強

化し ている 。 毎年、 医師及び看護師等医療従事者を 対象と し た専門研修を実施し ている 。 令

和５ 年度から 、 拠点病院と 地域の医療機関が円滑に連携でき る 体制を構築する ため、 アレ ル

ギー疾患医療連携事業を実施し ている 。（ 実施主体： 東京都（ 連絡会の開催及び研修の実施は

拠点病院に委託） ）  

オ 普及啓発資料の作成 

アレ ルギー疾患に係る ガイ ド ブッ ク や「 食物アレ ルギー緊急時対応マニュ アル」 等を 作成

し 、 保育施設等への情報提供を行っている 。（ 実施主体： 東京都）  

カ  情報提供 

平成29年４ 月から ポータ ルサイ ト 「 東京都アレ ルギー情報ｎ ａ ｖ ｉ ． 」 によ り 、 アレ ルギ

ー疾患の基礎知識や自己管理に役立つ情報のほか、 治療や医療機関・ 専門医の情報など を 総

合的に提供し ている 。  

さ ら に、 サイ ト 上に「 食物アレ ルギー緊急時対応デジタ ルガイ ダン ス 」 を掲載し 、 保育施

設関係者等に対し て直感的で分かり やすい初期対応のサポート を する こ と で、 患者への迅速

かつ適切な対応を図っている 。（ 実施主体： 東京都）  

 ( 4） 室内環境保健対策（ 平成13年度事業開始）  

１ 日の大半を 過ご す住居など の室内環境に起因する 健康不安が高ま る 中で、 都民の健康不安

を 解消し 、 居住環境の向上を 図る ため、 パン フ レ ッ ト やホーム ページ等を 利用し た住ま いの化

学物質等に関する 情報提供を行っている 。  

ま た、 保健所においては、 室内環境に関する 各種相談及び助言を行っている 。（ 実施主体：

東京都）  
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住ま いに関する 相談・ 助言等実施数（ 都保健所分）  （ 単位： 件）  

項 目 実施数 項 目 実施数 

有害化学物質 16（ 0）  生活害虫等 420（ 37）  

その他の空気、 カビ 18（ 0）  悪臭・ 騒音 43（ 0）  

花粉症 1（ 0）  その他 91（ 1）  

アレルギー 1（ 0）  合計 590（ 38）  

※（  ） 内数値は、 現場調査等指導件数（ 再掲）  

 

( 5） 花粉症対策（ 昭和58年度事業開始）  

ア  総合的な花粉症予防・ 治療対策 

花粉症に係る 調査研究の手法を 確立し 、 実態の把握及び予防・ 治療方法の検討を 行う と と

も に、 適切な保健指導を 講ずる こ と を 目的と し て花粉症対策検討委員会を 設置し ている 。

（ 実施主体： 東京都、 実績： 委員会開催数２ 回）  

イ  花粉飛散情報の提供 

花粉症発症の予防や症状の軽減に役立てる ため、 ス ギ、 ヒ ノ キなど の花粉について飛散開

始日や飛散数の予測及び公表を行っている 。（ 実施主体： 東京都）  

令和７ 年春の飛散花粉数調査12地点（ 区部５ 地点、 多摩７ 地点）  

ホームページアク セス 件数（ 令和７ 年２ 月から 同年５ 月ま で） 719, 953件 

ウ  花粉症に関する 知識の普及啓発 

パン フ レ ッ ト 等を 利用し た花粉症の予防、 治療の基本的知識や自己管理方法に関する 普及

啓発を行っている 。（ 実施主体： 東京都）  

( 6） 放射線に関する 測定及び情報提供（ 平成23年度事業開始）  

都内の放射線の状況を 把握する ため、 都内８ か所のモニタ リ ン グポス ト での測定や、 区市町

村における 放射線量測定の支援を目的と し た測定器の貸出し 等を行っている 。  

ま た、 測定結果を ホーム ページで公表する など 、 都民に対し て放射能に関する 正し い知識の

普及を図る ための取組を行っている 。（ 実施主体： 東京都）  

 

 

４ 生活衛生対策 

多く の都民が利用する 興行場、 旅館、 公衆浴場等の営業施設や水道施設等の衛生確保のための監視

指導などを行っている 。  

( 1） 環境衛生関係営業の許可及び監視指導 

理容所、 美容所、 ク リ ーニング所等の環境衛生関係施設の営業許可、 監視指導等を行い、 施設の衛生確

保を図っている 。  

ア  理容所、 美容所及びク リ ーニン グ所の衛生確保（ 事業開始： 昭和22年度 理容所、 昭和32
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年度 美容所、 昭和25年度 ク リ ーニング所）  

理容所、 美容所及びク リ ーニン グ所を 経営し よ う と する 者は、 構造設備等の要件を 満たし

た上で、 保健所長の確認を受けなければなら ない。 保健所では、 こ れら の施設に対し 、 監視指

導を 実施し て、 施設の衛生確保を 図っ ている 。（ 実施主体： 東京都、 特別区、 八王子市及び町

田市）  

理容所、 美容所及びク リ ーニング所に係る 監視指導件数等 （ 単位： 件、 か所）  

区 分 開設時の確認件数 監視指導件数 
令和７ 年３ 月末現在 

施設数 

理容所 24 ( 127)  887 ( 1, 613)  1, 524 ( 7, 328)  

美容所 260 ( 1, 825)  2, 932 ( 6, 321)  4, 476 ( 28, 589)  

ク リ ーニング所 18 ( 138)  691 ( 1, 557)  1, 118 ( 8, 287)  

※八王子市及び町田市を除く 多摩・ 島し ょ における 件数。 （   ） 内数値は、 都内全域 

 

イ  旅館業の衛生確保（ 昭和23年度事業開始）  

旅館業を 経営し よ う と する 者は、 設置場所、 構造設備の要件及び人的条件を満たし た上で、

保健所長の許可を 受けなければなら ない。 保健所では、 こ れら の施設に対し 、 客室、 浴室、

便所、 寝具類の清潔の保持など について監視指導を 実施し て、 施設の衛生確保を 図っている 。

（ 実施主体： 東京都、 特別区、 八王子市及び町田市）  

旅館業に係る 監視指導件数等 （ 単位： 件、 か所）  

区 分 許可件数 監視指導件数 
令和７ 年３ 月末現在 

施設数 

旅館・ ホテル 59 ( 1, 515)  684 ( 4, 176)  422 ( 5, 858)  

簡易宿所 1 ( 73)  534 ( 1, 023)  490 ( 1, 256)  

下宿 0 ( 1)  0 ( 2)  0 ( 8)  

計 60 ( 1, 589)  1, 218 ( 5, 201)  912 ( 7, 122)  

※八王子市及び町田市を除く 多摩・ 島し ょ における 件数。 （   ） 内数値は、 都内全域 

 

ウ  興行場の衛生確保（ 昭和23年度事業開始）  

興行場を 経営し よ う と する 者は、 構造設備の要件を 満たし た上で、 保健所長の許可を 受け

なければなら ない。 保健所では、 こ れら の施設に対し 、 換気の状況、 衛生保持など について

監視指導を 実施し て、 施設の衛生確保を 図っ ている 。（ 実施主体： 東京都、 特別区、 八王子市

及び町田市）  
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興行場に係る 監視指導件数等                                                （ 単位： 件、 か所）  

区 分 許可件数 監視指導件数 
令和７ 年３ 月末現在 

施設数 

映画館( 常設)   

2 ( 12)  324 ( 604)  

81 ( 333)  

ス ポーツ施設 ( 常設)  14 ( 48)  

その他( 常設)  85 ( 588)  

仮設興行場 1 ( 100)  1 ( 122)  0 ( 11)  

計 3 ( 112)  325 ( 726)  180 ( 980)  

 ※八王子市及び町田市を除く 多摩・ 島し ょ における 件数。 （   ） 内数値は、 都内全域 

 

エ 公衆浴場の衛生確保（ 昭和23年度事業開始）  

公衆浴場を 経営し よ う と する 者は、 設置場所及び構造設備の要件を 満たし た上で、 保健所

長の許可を受けなければなら ない。 保健所では、 こ れら の施設に対し 、 換気、 採光、 照明、

清潔の保持など について監視指導を 実施し て、 施設の衛生確保を図っ ている 。（ 実施主体： 東

京都、 特別区、 八王子市及び町田市）  

公衆浴場に係る 監視指導件数等 （ 単位： 件、 か所）  

許可件数 監視指導件数 
令和７ 年３ 月末現在 

施設数 

7 ( 70)  528 ( 2, 241)  270 ( 1, 891)  

※八王子市及び町田市を 除く 多摩・ 島し ょ における 件数。 （   ） 内数値は、 都内全域 

 

オ 胞衣及び産汚物取扱業の衛生確保（ 昭和23年度事業開始）  

胞衣及び産汚物を 取り 扱おう と する 者は、 施設の設置場所及び構造設備の要件を 満たし た

上で、 知事の許可を受けなければなら ない。 都では、 こ う し た施設に対し 、 集積、 消毒方法

など について監視指導を 実施し て、 施設の衛生確保を 図っ ている 。（ 実施主体： 東京都、 実

績： 監視指導件数６ 件、 令和７ 年３ 月末現在施設数５ か所）  

カ  プール等の衛生確保（ 昭和24年度事業開始）  

容量50㎥以上のプールを経営し よ う と する 者は、 構造設備等の要件を満たし た上で保健所

長の許可（ 豊島区、 八王子市及び町田市を 除く 学校プールにあっ ては届出） を 受けなければ

なら ない。 保健所では、 こ れら の施設に対し 、 監視指導を 行い、 利用者の健康と 安全の確保

を図っ ている 。（ 実施主体： 東京都、 特別区、 八王子市及び町田市、 東京都実績： プール衛生

管理講習会の開催（ 10回906人） ）  

ま た、 公共水域の水質検査を 行い、 利用者の健康と 安全の確保を図っ ている 。（ 実施主体：

東京都、 実績： 海水浴場の水質検査 ８ 島37か所）  

プール等に係る 監視指導件数等 （ 単位： 件、 か所）  

プール等の 

経営許可件数 

学校プールの 

経営届の受理数 

プール施設の 

監視指導数 

令和７ 年３ 月末現在 

施設数 

7 ( 24)  2 ( 15)  1, 004 ( 1, 984)  836 ( 2, 750)  

※八王子市及び町田市を除く 多摩・ 島し ょ における 件数。 （   ） 内数値は、 都内全域 
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キ  コ イ ン オペレ ーシ ョ ン ク リ ーニ ン グ 及びコ イ ン シ ャ ワ ーの衛生確保（ 昭和59年度事業

開始）  

コ イ ン オペレ ーショ ンク リ ーニン グ及びコ イ ンシャ ワ ー営業施設の開設に当たっ て、 構造

設備及び衛生管理責任者を 保健所長へ届け出る こ と と し ている 。 保健所では、 営業者に対し 、

施設の清潔保持、 適正な利用方法の周知方法など について指導を 行い、 施設の衛生確保を 図

っている 。（ 実施主体： 東京都、 特別区、 八王子市及び町田市）  

コ イ ンオペレ ーショ ンク リ ーニング及びコ イ ンシャ ワ ーに係る 監視指導件数等（ 単位： 件、 か所）  

区 分 監視指導件数 
令和７ 年３ 月末現在 

施設数 

コ イ ンオペレ ーショ ンク リ ーニング  406 ( 1, 003)  422 ( 3, 873)  

コ イ ンシャ ワ ー 3 ( 7)  4 ( 68)  

※八王子市及び町田市を除く 多摩・ 島し ょ における 件数。 （   ） 内数値は、 都内全域 

 

( 2） 温泉の利用許可及び監視指導（ 昭和28年度事業開始）  

公衆浴場など の温泉利用施設の許可・ 監視指導を 行い、 温泉の保護と 利用の適正化を 図っ て

いる 。（ 実施主体： 東京都、 特別区、 八王子市及び町田市）  

温泉利用許可施設に係る 監視指導件数等 （ 単位： 件、 か所）  

許可件数 監視指導件数 
令和７ 年３ 月末現在 

施設数 

14 ( 34)  125 ( 283)  110 ( 255)  

※八王子市及び町田市を 除く 多摩・ 島し ょ における 件数。 （   ） 内数値は、 都内全域 

 

ま た、 温泉成分の分析を 行う 施設に対する 登録・ 監視指導を 行い、 温泉成分分析の適正な実

施を 確保し ている 。（ 実施主体： 東京都、 実績： 監視指導件数５ 件、 令和７ 年３ 月末現在施設数

４ か所）  

( 3） 墓地等の許可及び監視指導（ 昭和23年度事業開始）  

墓地、 納骨堂及び火葬場の経営、 変更等を 行う 者は、 経営主体、 構造設備等の要件を 満たし

た上で、 保健所長等の許可を 受けなければなら ない。 保健所等では、 火葬場の管理等について

監視指導を行っている 。（ 実施主体： 東京都、 特別区、 市及び多摩地域の町村）  

墓地、 納骨堂及び火葬場に係る 監視指導件数等 （ 単位： 件、 か所）  

区 分 許可件数 指導件数 
令和７ 年３ 月末現在 

施設数 

墓 地 1 ( 28)  2 （ 89）  80 ( 9, 448)  

納骨堂 0 ( 4)  0 ( 9)  4 ( 463)  

火葬場 0 ( 0)  10 ( 17)  10 ( 28)  

計 1 ( 32)  12 （ 115）  94 ( 9, 939)  

※都が所管する 島し ょ における 件数。 （  ） 内数値は、 都内全域 
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( 4） 生活衛生関係営業の指導育成 

ア  公益財団法人東京都生活衛生営業指導セン タ ー運営費補助等（ 昭和32年度事業開始）  

飲食店、 旅館、 理容、 美容、 ク リ ーニン グ等の営業は、 一般に経営規模が零細である ため、

こ れら の生活衛生関係営業の経営の健全化等を 目的と し て設立さ れた同センタ ーの行う 経営

指導事業等に対する 補助を 行う こ と によ り 、 経営の近代化・ 合理化によ る 業態の健全な発展

を促進し 、 衛生水準の維持の向上を 図り 、 併せて利用者及び消費者の利益の擁護に資する 。

（ 実施主体： 公益財団法人東京都生活衛生営業指導センタ ー）  

イ  環境衛生自治指導委託等（ 昭和38年度事業開始）  

環境衛生関係施設の営業者及び従業員に対する 衛生思想の普及向上を図り 、 都民の健康と

安全を 確保する ため、 講習会、 自治指導員巡回指導等を 実施し て いる 。（ 実施主体： 東京都

（ 公益社団法人東京都環境衛生協会に委託） ）  

ウ  ク リ ーニン グ 師試験及び免許交付事務（ 昭和25年度事業開始）  

ク リ ーニン グ業法に基づき ク リ ーニング師試験を年１ 回実施する と と も に、 免許証を 交付

し ている 。（ 実施主体： 東京都）  

試験及び免許証交付実績 （ 単位： 人、 ％）  

受験者数 合格者数 合格率 免許証交付数 

146 97 66. 4 105 

※免許証交付数には新規交付数のほか、 訂正交付や再交付数も 含ま れる 。  

 

エ 生活衛生審議会（ 東京都生活衛生審議会条例に基づく 附属機関）  

生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する 法律第58条第１ 項の規定によ り 、 知事

の諮問に応じ 、 興行場営業、 旅館業、 公衆浴場業、 理容業、 美容業、 ク リ ーニン グ業等に関

する 衛生上必要な措置の基準、 許可等に係る 条件その他旅館業法、 公衆浴場法、 理容師法等

の施行に関する 事項を調査・ 審議し て答申する 。（ 実施主体： 東京都、 実績： ０ 回開催）  

( 5） 飲用水の安全確保 

ア  水道監視（ 昭和32年度事業開始）  

水道事業、 簡易水道事業等の管理の適正化を 図り 、 飲用水の衛生を確保する ため、 水道施

設等に対する 監視指導等を実施し ている 。  

ま た、 水道法が適用さ れない小規模貯水槽水道等の設置者に対し ては、 条例及び要綱に基

づき 衛生管理指導を行い、 衛生知識の普及啓発を図る 。（ 実施主体： 東京都）  

なお、 専用水道、 簡易専用水道、 小規模貯水槽水道等及び飲用に供する 井戸等に関する 事

務（ 以下「 専用水道事務等」 と いう 。 ） については、 平成25年度に都から 市へ権限が移譲さ

れたが、 都は地方自治法第252条の14第１ 項の規定に基づき 、 専用水道事務等を 市（ 八王子

市及び町田市を除く 。 ） から 受託し 、 継続的に管理執行し ている 。  
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水道監視対象施設数 （ 令和７ 年３ 月末）  

 

 

水道法 

上水道※ 5か所 

簡易水道 8か所 

専用水道 138か所 

簡易専用水道 3, 980か所 

 

条 例 
特定小規模貯水槽水道等 2, 339か所 

上記以外の小規模貯水槽水道等 10, 219か所 

要 綱 飲用に供する 井戸等 642か所 

計 17, 331か所 

※都内の上水道のう ち、 国土交通大臣認可の東京都水道局が設置し ている も のを 除く 。  

 

イ  水質検査（ 昭和59年度事業開始）  

飲用水の安全を 確保する ため、 水道法水質基準項目のほか、 農薬、 ク リ プト ス ポリ ジウ ム

等の水質検査を実施し ている 。（ 実施主体： 東京都）  

ま た、 福島第一原子力発電所の事故に伴い、 簡易水道における 放射性物質の水質検査を実

施し ている 。  

水質検査実績 

検査項目 件数 

一般 221件 

有機溶剤 445件 

消毒副生成物 121件 

農薬 161件 

ク リ プト ス ポリ ジウ ム等 133件 

緊急・ その他( Ｏ 157含む｡)  544件 

放射性物質( Cs-134、 Cs-137)  70件 

浄水発生土中放射性物質 5件 

計 1, 700件 

 

ウ  簡易水道事業等指導監督事務（ 昭和33年度事業開始）  

簡易水道事業者等が行う 水道施設整備事業の円滑な運営及び適正な実施を図る ため、 計画

策定、 施設新設・ 拡充・ 改良、 水量管理、 経営管理等の指導監督を 実施し ている 。（ 実施主

体： 東京都、 実績： 10町村30事業）  

エ 簡易水道事業等補助（ 昭和33年度事業開始）  

町村における 簡易水道事業等の施設整備に対する 補助を 行う こ と によ り 、 水不足の解消、

水質の改善及び災害に対する 安全性の向上を図っている 。（ 実施主体： 町村、 実績： 10町村30

事業）  
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 ( 6） 特定建築物の監視指導（ 昭和45年度事業開始）  

事務所、 店舗、 学校等の用途で一定規模以上の建築物は、 使用開始時に保健所へ届け出なけれ

ばなら ない。 保健所や健康安全研究センタ ーでは立入検査等を実施し 、 空気環境、 給排水管理、

清掃状況等について監視指導を行い、 衛生的な環境の確保を図っている 。  

特定建築物に係る 立入検査等件数等 （ 単位： 件、 か所）  

検査項目 件数 

立入検査等件数 968 ( 1, 782)  

施設数（ 令和７ 年３ 月末現在）  3, 674 ( 8, 492)  

※八王子市及び町田市を 除く 多摩・ 島し ょ 分及び特別区の延べ面積10, 000㎡超の建造物。 （   ） 内数値は、 都内全域 

 

( 7） 有害昆虫等に係る 健康被害防止対策（ 平成16年度事業開始）  

ねずみ・ 昆虫等によ る 感染症の発生予防及びま ん延防止のため、 区市町村等関係機関と 連携し 、

都民や事業者に対する ねずみ・ 有害昆虫の防除に関する 普及啓発など を 行っ ている 。（ 実施主

体： 東京都）  

( 8） 各種資格者の養成施設の指定・ 監督等に関する 事務（ 平成27年度事業開始）  

平成27年度に都道府県が行う 事務と し て国から 権限が移譲さ れた理容師養成施設及び美容師

養成施設に係る 指定・ 監督等を行っている 。（ 実施主体： 東京都 
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５ 動物の愛護と管理 

狂犬病予防法、 動物愛護管理法及び東京都動物愛護管理条例に基づき 、 狂犬病予防対策、 動物

の適正飼養の普及啓発、 第一種動物取扱業の登録、 第二種動物取扱業の届出、 特定動物の飼養又

は保管の許可等に関する 業務を行っている 。  

都は、 東京都動物愛護管理推進計画に基づき 、 人と 動物と の調和のと れた共生社会の実現を目指し 、

着実に施策を推進し ていく 。  

( 1） 動物愛護事業（ 昭和55年度事業開始）【 2050東京戦略】  

動物愛護精神の高揚を図る と と も に、 動物によ る 人への危害を防止する ため、 適正飼養・ 終生飼

養に関する 知識の普及啓発を 行い、 人と 動物と の調和のと れた共生社会を 実現する 。 具体的な

取組と し て、 普及啓発（ 小学生等を対象と し た動物教室、 都民一般を対象と し た適正飼養のための

講習会等の実施、 啓発用パンフレッ ト 等の作成、 配布等）、 引取り 及び収容し た犬・ 猫等の譲渡、 動

物愛護推進員（ 地域における 普及啓発や助言、 支援を行う 者）の委嘱等を行っ ている 。（ 実施主体：

東京都）  

動物愛護事業実績 

動物教室の実施回数 48回 

適正飼養のための講習会 183回 

引取り ・ 収容し た犬、 猫等の譲渡数 犬： 50頭、 猫： 171頭 

動物愛護推進員（ 地域における 普及啓発や助言、  
支援を行う 者） 委嘱数（ 令和７ 年４ 月１ 日現在）  

282名 

 

( 2） 犬・ 猫等の収容（ 昭和55年度事業開始）  

逸走犬の捕獲及び収容、 やむを 得ない理由によ る 飼い主及び拾得者から の犬猫の引取り 並び

に負傷動物の収容を 行い、 動物の適正管理及び動物によ る 危害防止を 図る 。（ 実施主体： 東京都、

実績： 飼い主及び拾得者から の引取り 頭数 犬65頭、 猫183頭、 犬の捕獲・ 収容頭数16頭、 負傷動

物収容頭数犬６ 頭、 猫147頭、 その他３ 頭（ 八王子市及び町田市を除く 。 ） ）  

( 3） 特定動物の飼養又は保管の許可及び監視指導（ 昭和55年度事業開始）  

ラ イ オン、 ワ ニ等人の生命、 身体又は財産に害を加える おそれがある 動物と し て政令で定める 動物

（ 以下「 特定動物」 と いう 。 ） の飼養又は保管の許可及びこ れら に対する 監視指導を行い、 特定動

物によ る 危害を防止する 。（ 実施主体： 東京都、 実績： 許可施設数93か所（ 令和７ 年３ 月末現在）、

監視件数96件）  

( 4） 第一種動物取扱業の登録及び監視指導（ 平成12年度事業開始）  

ペッ ト ショ ッ プなど の動物取扱業の登録及びこ れら に対する 監視指導を 行い、 動物の適正な

取扱いと 周辺環境の保持に努める 。（ 実施主体： 東京都、 実績： 登録施設数5, 387か 所（ 令和７ 年

３ 月末現在）、 監視件数6, 052件）  
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ま た、 タ ブレ ッ ト 等の活用等、 効率的・ 効果的な監視指導、 記録の管理を 行える 体制を 構築

する 。  

( 5） 第二種動物取扱業の届出（ 平成25年度事業開始）  

動物愛護団体等、 非営利で飼養施設を 設けて動物の譲渡し や保管等を 行う 事業者から の届出

によ り 、 動物の取扱い状況を 把握する 。（ 実施主体： 東京都、 実績： 届出施設数165か所（ 令和７

年３ 月末現在） ）  

( 6） 動物の飼養又は収容の許可及び監視指導（ 昭和23年度事業開始）  

化製場等に関する 法律に基づき 、 動物の飼養又は収容施設（ 畜舎等） の許可及び監視指導を

行い、 畜舎等及び地域の衛生を確保する 。（ 実施主体： 東京都、 特別区、 八王子市及び町田市）  

畜舎等の許可及び監視件数 （ 単位： か所、 件）  

許可施設数（ 令和７ 年３ 月末現在）  監視件数 

総数 多摩 区部 総数 多摩 区部 

358 221 137 32 16 19 

 

( 7） 動物愛護相談センタ ーの運営（ 昭和25年度事業開始）【 2050東京戦略】  

動物愛護相談センタ ーでは、 広く 都民に動物愛護精神の普及啓発を図る と と も に、 動物によ る 人

への危害の防止、 負傷動物等の収容、 収容動物の新たな飼い主への譲渡など を行い、 動物愛護管

理施策の中核を 担う 施設と し て人と 動物と の調和のと れた共生社会の実現に向けた取組を 推進

する 。  

ま た 、 都に おい て 、 八王子市及び町田市を除く 多摩地域の動物に 関する 相談業務を 担う 多

摩支所におい て 、 都民か ら の 相談の 記録を データ ベース 化する こ と に よ り 、 記録作成の

事務負担を 軽減し 、 都民相談を 受けて の具体的対応に注力する 。  

セン タ ーについては、 都民に開かれ、 都民と 共に動物と の共生を 推進する 拠点と し ての機能

を 強化する ため、 動物愛護相談セン タ ー整備基本計画（ 第一次） に基づき 、 具体的な整備候補

地の検討を 進める と と も に、 併せて当該候補地を 活用し た場合の整備方針を 検討する 。 （ 実施

主体： 東京都）  

( 8） 動物愛護管理審議会（ 昭和55年度設置）  

東京都動物愛護管理条例に基づく 知事の附属機関と し て、 動物の愛護及び管理に関する 重要

な事項について、 知事の諮問に応じ て調査及び審議を行う 。（ 実施主体： 東京都、 実績： 審議会０ 回、

部会０ 回開催）  

( 9） 動物由来感染症対策（ 昭和55年度事業開始）  

動物の飼育を 通じ て人に感染する おそれのある 動物由来感染症に関する 調査を 行い、 飼い主

や動物取扱業者への的確な情報提供及び指導に資する こ と によ り 、 動物由来感染症の発生及び

ま ん延を防止する 。（ 実施主体： 東京都)  
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( 10） 動物の殺処分ゼロ に向けた取組【 2050東京戦略】  

動物の引取数の減少や譲渡機会の拡大の取組を進め、 平成30年度に殺処分ゼロ を達成し た。 今

後も 、 動物愛護施策の推進に向け、 適正飼養・ 終生飼養の普及啓発、 区市町村における 飼い主のい

ない猫対策の支援、 多頭飼育問題への対応、 譲渡事業の更なる 周知、 ボラ ン ティ アと の連携・

支援の促進等の取組を進める 。  

ま た、 こ れら の施策展開の拠点である 動物愛護相談セン タ ーにおける 飼養管理の充実等の機

能強化を 図る 。（ 実施主体： 東京都、 実績： 殺処分頭数（ 動物福祉等の観点から 行う 場合等を除

く 。 ）犬０ 頭、 猫０ 頭、 その他０ 頭（ 八王子市及び町田市を含む。 ） ）  

( 11） 地域における 動物の相談支援体制整備事業（ 保健医療政策区市町村包括補助事業で実施）（ 令和

２ 年度事業開始）【 2050東京戦略】  

健康上の理由等で飼い主が飼養を継続する こ と が困難と なった場合など に、 身近な地域で相談

や支援が受けら れる 体制づく り を推進する 。（ 実施主体： 区市町村）  

( 12） 愛玩動物看護師養成所の指定等に関する 事務（ 令和３ 年度事業開始）  

愛玩動物看護師法によ り 都道府県事務と さ れた養成所の指定等の事務を 行っ ている 。（ 実施主

体： 東京都）  

（ 13） 獣医系大学と の協働事業（ 令和７ 年度事業開始）【 新規）【】【 2050東京戦略】  

獣医系大学と 協定を締結し 、 獣医系大学と 協働し た動物愛護相談センタ ー職員の人材育成や

普及啓発を実施する 。（ 実施主体： 東京都）  

 

 

６ 健康安全研究センター（平成15年度設置） 

新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症や、 新型イ ンフルエンザ、 デング熱をはじ めと する 新興・ 再興感染症

の脅威や危険ド ラ ッ グ、 食の安全の問題など、 多様化する 健康危機から 都民の生命と 健康を守る た

め、 試験研究部門、 広域監視部門及び健康危機情報部門が連携し 、 保健医療行政を 科学的・ 技術的

に支える 役割を担っている 。（ 実施主体： 東京都）  

平成24年度には、 健康危機管理の技術的拠点と し て健康安全研究センタ ーを再編整備し 、 健康危機

全般にわたる 情報の一元的な収集・ 解析・ 発信機能の強化や危機発生時に速やかに原因究明等を

行う 体制の構築などを行う と と も に、 健康危機に24時間365日対応可能な施設・ 設備と し た。  

( 1） 試験検査 

都保健所等の事業所、 特別区、 八王子市及び町田市から の依頼等に基づき、 感染症、 食中毒等の病原

体検査、 医薬品・ 日用品・ 食品・ 大気・ 水等の安全性検査を実施し ている 。  

また、 試験検査を管理する 検査オーダリ ングシス テムを見直し 、 業務Ｂ Ｐ Ｒ や業務最適化等

を実現する ため、 令和７ 年度に再構築に係る 基本構想を策定する。  
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( 2） 調査研究 

検査方法の改良・ 開発のための研究、 公衆衛生に関する 基礎的・ 応用的な研究及び健康

影響の予見さ れる 微生物や化学物質について先行的調査を 実施し ている 。  

( 3） 研修・ 精度管理 

東京都、 特別区、 八王子市及び町田市の技術系職員（ 衛生検査、 食品衛生監視員、 環境衛生監視員、

薬事監視員等）を対象に研修を実施し ている 。  

精度管理業務においては、 東京都の食品衛生検査施設、 当セン タ ーの水道水検査部門、 医薬

品・ 医療機器検査部門及び病原体検査部門における 試験検査の点検を 行い、 検査の正確性及び

信頼性を確保し ている 。  

また、 民間の衛生検査所に対する 臨床検査の精度管理調査や監視指導及び医療機関に対する 外部精

度管理調査を実施し ている 。  

( 4） 公衆衛生情報の収集・ 解析・ 提供と 健康危機対応 

感染症、 食品、 医薬品及び環境保健衛生に関する 情報を幅広く 収集し 解析を行い、 ホームペー

ジ等によ り 都民及び関係機関にそれら の情報を還元し ている 。  

また、 感染症をはじめと し た健康危機に対応するために、 保健所に対し 技術的支援を行っている。  

( 5） 食品監視 

食品の大規模製造業、 問屋・ 市場等の食品流通拠点及び輸入業・ 倉庫業に対する 監視指

導及び収去検査を 行っ ている 。  

また、 食品を取り 扱う 事業者を対象に、 食品の適正表示等に係る調査・ 指導を行っている。  

( 6） 薬事監視 

医薬品、 医薬部外品、 化粧品、 医療機器、 体外診断用医薬品及び再生医療等製品の製造販売業・ 製造業、

医療機器修理業、 卸売販売業、 配置販売業、 再生医療等製品販売業、 地域連携薬局・ 専門医療機関連携薬

局並びに毒物劇物製造（ 輸入）業の許認可及び監視指導業務を行っている 。 立入調査時には、 タ

ブレ ッ ト 等を活用し 、 効率的・ 効果的な監視・ 指導、 記録の管理を行っている 。  

( 7） 建築物監視 

建築物における 衛生的環境を確保する ため、 特別区にある 事務所、 店舗、 学校等、 11用途の延

べ面積10, 000㎡を超える 特定建築物及び島し ょ 地区の特定建築物の立入検査等を行っている 。  

また、 建築物清掃業、 建築物空気環境測定業等８ 業種の登録業務を行っている。  

  

- 188 -


